（第１号様式）

　　　　年　　月　　日　

　新潟空港整備推進協議会　会長　様
 事業者名　　　　　　　　　　　　　　　　

住　　所　　　　　　　　　　　　　　　　

代表者名　　　　　　　　　　　　　　　　

担当者名　　　　　　　　　　　　　　　　

電話　　　（　　　　）　　　　　　　　　

新潟空港北東アジア路線研修・交流団体旅行促進事業助成金交付申請書

　新潟空港北東アジア路線を利用した研修・交流団体旅行を主催（受注）しますので、新潟空港北東アジア路線研修・交流団体旅行促進事業助成金交付要綱第６条の規定に基づき、関係書類を添えて交付申請書を提出します。

記
１　助成金交付申請額　　　　　金　　　　　　　　　　　円
２　助成事業の内容

	(1)旅行期間
	　　　　年　　月　　日　から　　　　　年　　月　　日まで

	(2)搭乗日時
	行き
	利用航空会社名（　　　　　　　）

　　　　年　　月　　日　　　時　　分発　　　　便

	
	帰り
	利用航空会社名（　　　　　　　）

　　　　年　　月　　日　　　時　　分着　　　　便

	(3)行き先
	

	(4)旅行参加人数
	人

	(5)旅行形態
	募集型企画旅行　・　　受注型企画旅行　　（該当に○）

	(6)利用団体名

（受注型企画旅行に限る）
	

	(7)研修・交流に

かかる内容
	（○で囲むこと）

　①文化交流　　②スポーツ交流　　③産業技術交流・研修

④教育、学術交流・研修　⑤地域間交流　⑥学生の修学・研修旅行

⑦その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

※⑦を選択した場合には（　）に記入すること。

	(8)旅行募集

（受注）予定日
	　　　　年　　月　　日


３　添付書類　旅行行程表

※航空会社等に対して、実績報告書に添付の搭乗証明書発行に係る事前通告が必要な場合は、申請者が行うこと。
新潟空港海外研修・交流団体旅行促進助成事業を同時申請の場合は、その際の添付書類の写しでも可とする。

（第２号様式）

　　　　年　　月　　日　

　新潟空港整備推進協議会　会長　様

事業者名　　　　　　　　　　　　　　　　

住　　所　　　　　　　　　　　　　　　　

代表者名　　　　　　　　　　　　　　　　

担当者名　　　　　　　　　　　　　　　　

電話　　　（　　　　）　　　　　　　　　

新潟空港北東アジア路線研修・交流団体旅行促進事業助成金
事業計画変更承認申請書
　　　年　　月　　日付け空整協第　　号で交付決定を受けた標記事業助成金に関し、新潟空港北東アジア路線研修・交流団体旅行促進事業助成金交付要綱第７条の規定に基づき、事業計画変更承認申請書を提出します。

記

１　変更の理由
２　変更後の助成金交付申請額　　金　　　　　　　　　　　円
３　助成事業の内容（変更事項のみ記入）

	(1)旅行期間
	　　　　年　　月　　日　から　　　　　年　　月　　日まで

	(2)搭乗日時
	行き
	利用航空会社名（　　　　　　　）

　　　　年　　月　　日　　　時　　分発　　　　便

	
	帰り
	利用航空会社名（　　　　　　　）

　　　　年　　月　　日　　　時　　分着　　　　便

	(3)行き先
	

	(4)旅行参加人数
	人

	(5)旅行形態
	募集型企画旅行　・　　受注型企画旅行　　（該当に○）

	(6)研修・交流に

かかる内容
	（○で囲む）

　①文化交流　　②スポーツ交流　　③産業技術交流・研修

④教育、学術交流・研修　⑤地域間交流　⑥学生の修学・研修旅行

⑦その他（　　　　　　　　　　　　　　　）

※⑦を選択した場合には（　）に記入すること。




※　必要に応じ、交付申請時の添付書類を提出すること

（第３号様式）

　　　　年　　月　　日　

　新潟空港整備推進協議会　会長　様

事業者名　　　　　　　　　　　　　　　　

住    所　　　　　　　　　　　　　　　

代表者名　　　　　　　　　　　　　　　　

担当者名　　　　　　　　　　　　　　　　

電話　　　（　　　　）　　　　　　　　　

新潟空港北東アジア路線研修・交流団体旅行促進事業助成金

事業中止（廃止）承認申請書

　　　年　　月　　日付け空整協第　　号で交付決定を受けた標記事業助成金に関し、新潟空港北東アジア路線研修・交流団体旅行促進事業助成金交付要綱第９条の規定に基づき、事業の中止（廃止）承認申請書を提出します。

記

１　中止（廃止の理由）

（第４号様式）

　　　　年　　月　　日　

　新潟空港整備推進協議会　会長　様

事業者名　　　　　　　　　　　　　　　　
住    所　　　　　　　　　　　　　　　

代表者名　　　　　　　　　　　　　　　　

担当者名　　　　　　　　　　　　　　　　

電話　　　（　　　　）　　　　　　　　　

新潟空港北東アジア路線研修・交流団体旅行促進事業助成金実績報告書兼助成金請求書
　　　年　　月　　日付け空整協第　　号で交付決定を受けた標記事業助成金に関し、新潟空港北東アジア路線研修・交流団体旅行促進事業助成金交付要綱第11条の規定に基づき、実績報告書兼助成金請求書を提出します。
記

１　助成金請求額　　　　金　　　　　　　　円
２　事業実績の内容

	(1)旅行期間
	　　　　年　　月　　日　から　　　　　年　　月　　日まで

	(2)搭乗日時
	行き
	利用航空会社名（　　　　　　　）

　　　　年　　月　　日　　　時　　分発　　　　便

	
	帰り
	利用航空会社名（　　　　　　　）

　　　　年　　月　　日　　　時　　分着　　　　便


	(3)行き先
	

	(4)旅行参加人数
	人

	(5)旅行形態
	募集型企画旅行　・　　受注型企画旅行　　（該当に○）

	(6)研修・交流に

かかる実績
	別紙のとおり


３　添付書類
（１）旅行参加者名簿

（２）航空会社等が発行する団体搭乗証明書（航空会社等指定の様式でも可）
（３）旅行行程表又は旅行商品パンフレット

※新潟空港海外研修・交流団体旅行促進助成事業を同時申請の場合は、その際の添付書類の写しでも可とする。
４　助成金支払先口座

	金融機関名・支店名
	

	口座番号
	普通・当座

	口座名義人
（ふりがな）
	（　　　　　　　　　　　　）


（実績報告書　別紙）
	研修（交流）団体等
	団　体：

	
	代表者：

	交流（研修）場所
	国　名：

	
	都市名：

	交流日
	　　　　年　　月　　日

	交流目的
	

	○　交流（研修）内容　[別紙作成可]


※　研修・交流時の写真（３枚以上）を添付すること
※　研修・交流が複数あるときは、１箇所ごとに記入すること
※　新潟空港海外研修・交流団体旅行促進助成事業を同時申請の場合は、その際の添付書類の写しでも可とする。
旅行参加者名簿（任意様式）
	ふりがな

氏　名
	住　所
	学生の場合は

学校名

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	


証　明　願　い（様式任意）
　「新潟空港北東アジア路線研修・交流団体旅行促進事業助成金」の実績報告に添付する必要があるので、下記のとおり団体構成員が利用したことを証明願います。

（航空会社等　代表者）　殿

事業者名　　　　　　　　　　　　　　　　

住　　所　　　　　　　　　　　　　

代表者名　　　　　　　　　　　　　　　　
担当者名　　　　　　　　　　　　　　　　

電話　　　（　　　　）　　　　　　　　　

記



（第５号様式）

年　　月　　日　
　新潟空港整備推進協議会　会長　様
事業者名　　　　　　　　　　　　　　　　

住　　所　　　　　　　　　　　　　　　　

代表者名　　　　　　　　　　　　　　　　
担当者名　　　　　　　　　　　　　　　　

電話　　　（　　　　）　　　　　　　　　

　　　年度新潟空港北東アジア路線研修・交流団体旅行促進事業助成金
消費税等仕入控除税額報告書
　　　年　　月　　日付け空整協第　　号で交付決定のあった　　　　年度新潟空港北東アジア路線研修・交流団体旅行促進事業助成金について、新潟空港北東アジア路線研修・交流団体旅行促進事業助成金交付要綱第11条第３項の規定により報告します。
記
１　助成金の額の確定額　金　　　　円
　（　　　年　月　日付け空整協第　号による助成金の額の確定額）
２　助成金の額の確定時に減額した消費税等仕入控除税額　金　　　円
３　消費税及び地方消費税の申告により確定した消費税等仕入れ控除税額　金　　　円
４　助成金返還相当額（３－２）　金　　　円
（注）記載内容の確認のため、以下の資料を事業実施主体別に添付すること。
　（注）なお、事業実施主体が法人格を有しない組合等の場合は、すべての構成員分を添付すること。
　　・　事業実施主体の消費税確定申告書の写し（税務署の収受印等のあるもの）
・　事業実施主体の付表２「課税売上割合・控除対象仕入税額等の計算表」の写し
· ３の金額の積算の内訳（人件費に通勤手当を含む場合は、その内訳を確認できる資料も併せて提出す
ること）
· 事業実施主体が消費税法第60条第４項に定める法人等である場合、同項に規定する特定収入の割合を確
認できる資料
５　当該助成金に係る消費税等仕入控除税額が明らかにならない場合の状況
（注）消費税及び地方消費税の確定申告が完了していない場合にあっては、申告予定時期も記載すること。
６　当該助成金に係る消費税等仕入控除税額がない場合の理由
　（注）記載内容の確認のため、以下の資料を添付すること。
なお、事業実施主体が法人格を有しない組合等の場合は、すべての構成員分を添付すること。
・　事業実施主体が免税事業者の場合は、助成事業実施年度の前々年度に係る法人税（個人事業者の場合は
所得税）確定申告書の写し（税務署の収受印等のあるもの）及び損益計算書等、売上高を確認できる資料
・　事業実施主体が簡易課税制度の適用を受ける事業者の場合は、助成事業実施年度における消費税確定申
告書（簡易課税用）の写し（税務署の収受印等のあるもの）
・　事業実施主体が消費税法第60条第４項に定める法人等である場合は、同項に規定する特定収入の割合を
確認できる資料
（第６号様式）

　　　　年　　月　　日　

　新潟空港整備推進協議会　会長　様

事業者名　　　　　　　　　　　　　　　　
住    所　　　　　　　　　　　　　　　

代表者名　　　　　　　　　　　　　　　　

担当者名　　　　　　　　　　　　　　　　

電話　　　（　　　　）　　　　　　　　　

新潟空港北東アジア路線研修・交流団体旅行促進事業助成金概算払請求書

　　　年　　月　　日付けで申請のこのことについて、新潟空港北東アジア路線研修・交流団体旅行促進事業助成金交付要綱第13条の規定に基づき、下記のとおり概算払を請求します。

記

１　助成金概算払請求額　　　　金　　　　　　　　円
２　概算払請求明細

	(1)旅行期間
	　　　　年　　月　　日　から　　　　　年　　月　　日まで

	(2)搭乗日時
	行き
	利用航空会社名（　　　　　　　）

　　　　年　　月　　日　　　時　　分発　　　　便

	
	帰り
	利用航空会社名（　　　　　　　）

　　　　年　　月　　日　　　時　　分着　　　　便

	(3)行き先
	

	(4)旅行参加人数
	人

	(5)旅行形態
	募集型企画旅行　・　　受注型企画旅行　　（該当に○）

	(6)研修・交流に

かかる実績
	別紙のとおり


３　添付書類

（１）旅行参加者名簿

（２）旅行行程表又は旅行商品パンフレット

※新潟空港海外研修・交流団体旅行促進助成事業を同時申請の場合は、その際の添付書類の写しでも可とする。
４　助成金支払先口座

	金融機関名・支店名
	

	口座番号
	普通・当座

	口座名義人
（ふりがな）
	（　　　　　　　　　　　　）


（概算払請求明細　別紙）
	研修（交流）団体等
	団　体：

	
	代表者：

	交流（研修）場所
	国　名：

	
	都市名：

	交流日
	　　　　年　　月　　日

	交流目的
	

	○　交流（研修）内容　[別紙作成可]


※　研修・交流時の写真（３枚以上）を添付すること

※　研修・交流が複数あるときは、１箇所ごとに記入すること

※　新潟空港海外研修・交流団体旅行促進助成事業を同時申請の場合は、その際の添付書類の写しでも可とする。
旅行参加者名簿（任意様式）

	ふりがな

氏　名
	住　所
	学生の場合は

学校名

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	








○　利用便


　[往路]　　　　　年　　　月　　　日（　）　　　便


　[復路]　　　　　年　　　月　　　日（　）　　　便


　（※）乗継便もあわせて記入すること





○　旅行代表者





○　利用人数　　　　人





○　利用団体名（受注型企画旅行に限る）





[航空会社等証明欄]　　　　　　　　　　　　　　　　


上記のとおり相違ないことを証明する。　　　　





　　　　　


　　　　年　　月　　日　　　　　　　　　　　　


　　　（航空会社等　　代表者氏名）　　　　　　　印　　











